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第 ２７ 期 決 算 公 告 

２０２３年６月２８日 

東京都中央区新川二丁目２７番２号 

三井住友海上あいおい生命保険株式会社 

取締役社長 加治 資朗 

 

 

 

2022年度　(2023年３月31日現在）　貸借対照表

(単位：百万円)

金 額 金 額

（資産の部） （負債の部）

416,761 4,362,853

現 金 0 40,386

預 貯 金 416,761 4,311,933

4,422,873 10,532

国 債 3,279,976 2,989

地 方 債 102,572 362

社 債 636,994 499,428

株 式 823 204,822

外 国 証 券 341,199 269,048

そ の 他 の 証 券 61,306 1,024

60,780 681

保 険 約 款 貸 付 60,780 6,229

7,157 0

建 物 304 112

リ ー ス 資 産 5,728 1,331

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産 1,124 151

25,388 408

ソ フ ト ウ ェ ア 12,577 590

そ の 他 の 無 形 固 定 資 産 12,811 15,027

1,424 4,990

1,221 3

42,344 63

未 収 金 29,678 12,413

前 払 費 用 2,209 12,413

未 収 収 益 7,803 4,883,105

預 託 金 328 （ 純 資 産 の 部 ）

金 融 派 生 商 品 1,079 85,500

仮 払 金 1,227 19,955

そ の 他 の 資 産 18 14,746

31,316 5,208

△ 89 41,913

5,924

35,988

特 定 事 業 出 資 積 立 金 49

繰 越 利 益 剰 余 金 35,938

147,368

△ 21,295

△ 21,295

126,073

5,009,178 5,009,178

売 現 先 勘 定

債 券 貸 借 取 引 受 入 担 保 金

契 約 者 配 当 準 備 金有 価 証 券

代 理 店 借

再 保 険 借

そ の 他 負 債

責 任 準 備 金

科    目 科    目

現 金 及 び 預 貯 金 保 険 契 約 準 備 金

支 払 備 金

未 払 法 人 税 等

貸 付 金

有 形 固 定 資 産

未 払 金

未 払 費 用

前 受 収 益

預 り 金

資 産 除 去 債 務無 形 固 定 資 産

そ の 他 の 負 債

退 職 給 付 引 当 金代 理 店 貸

金 融 派 生 商 品

仮 受 金

リ ー ス 債 務

役 員 退 職 慰 労 引 当 金再 保 険 貸

株 式 給 付 引 当 金そ の 他 資 産

特 別 法 上 の 準 備 金

価 格 変 動 準 備 金

負債の部 合計

資 本 金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

繰 延 税 金 資 産 そ の 他 資 本 剰 余 金

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

純資産の部 合計

資   産  の  部   合   計 負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計

貸 倒 引 当 金 利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

株 主 資 本 合 計

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金
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（2022 年度末 貸借対照表の注記） 

 

１．有価証券の評価基準及び評価方法は次のとおりであります。 

（１）満期保有目的の債券の評価は、移動平均法による償却原価法（定額法）により行っております。 

（２）「保険業における「責任準備金対応債券」に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」（日本公

認会計士協会業種別監査委員会報告第 21 号）に基づく責任準備金対応債券については移動

平均法による償却原価法（定額法）により行っております。 

また、責任準備金対応債券に関するリスク管理方針の概要は以下のとおりであります。 

「個人保険」に設定した小区分（保険種類・資産運用方針等により設定）に対応した債券のうち、

負債に応じたデュレーションのコントロールを図る目的で保有するものについて、「保険業における

「責任準備金対応債券」に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」（平成 12 年 11 月 16 日 日

本公認会計士協会業種別監査委員会報告第 21 号）に基づき、責任準備金対応債券に区分した

上で、小区分に係る責任準備金のデュレーションと責任準備金対応債券のデュレーションを一定

幅の中でマッチングさせる運用方針をとっております。 

（３）その他有価証券については、３月末日の市場価格等に基づく時価法（売却原価の算定は移動平

均法、取得差額が金利調整差額と認められる公社債（外国債券を含む）については移動平均法に

よる償却原価法（定額法））によっております。ただし市場価格のない株式等については移動平均

法による原価法によっております。 

なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。 

 

２．デリバティブ取引の評価は時価法によっております。 

 

３．有形固定資産の減価償却の方法は、次の方法によっております。 

・有形固定資産（リース資産を除く）             定額法によっております。 

・リース資産(所有権移転外ファイナンス・リース取引)  リース期間に基づく定額法によっております。 

 

４．無形固定資産の減価償却の方法は、利用可能期間に基づく定額法によっております。 

 

５．外貨建資産・負債は、決算日の為替相場により円換算しております。 

 

６．貸倒引当金は、資産の自己査定基準及び償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

当社の貸付金は、その全額が保険約款貸付であり回収が担保されているため、貸倒引当金の計上

はありません。それ以外の資産については、それぞれの性質を勘案し、回収の危険性または価値の

毀損の危険性の度合いに応じて査定し、その最終の回収額または価値に対する損失見込額を計上

しております。 

また、上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績等から算出した貸倒実績率を

債権額に乗じた額を計上しております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独

立した資産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っており

ます。 

 

７．退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の見込額に基

づき、計上しております。 

退職給付債務見込額並びに退職給付費用の処理方法は以下のとおりです。 

退職給付見込額の期間帰属方法 給付算定式基準 

数理計算上の差異の処理年数           10 年 

 

８．役員退職慰労引当金は、制度廃止以前の役員に対する退職慰労年金の支給に備えるため、当期末

における支給見込額に基づき計上しております。 
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９．株式給付引当金は、従業員向け株式報酬制度における株式交付基準に基づく親会社であるＭＳ＆

ＡＤインシュアランスグループホールディングス株式会社の株式の交付に備えるため、当期末における

株式給付債務の見込額を基準に計上しております。 

 

10．価格変動準備金は、保険業法第 115 条の規定に基づき算出した額を計上しております。 

 

11．ヘッジ会計の方法は、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第 10 号）に従い、外貨建資産

に対する為替変動リスクのヘッジとして為替予約及び通貨オプションによる時価ヘッジを行っておりま

す。 

なお、ヘッジ対象とヘッジ手段との間に高い相関関係があることが明らかなことから、ヘッジの有効性

の判定は省略しております。 

 

12．消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、資産に係る控除対象

外消費税等のうち、税法に定める繰延消費税等については、前払費用に計上し５年間で均等償却

し、繰延消費税等以外のものについては、発生年度に費用処理しております。 

 

13．初回保険料は、原則として、収納があり、保険契約上の責任が開始しているものについて、当該収

納した金額により計上しております。 

また、２回目以降保険料は、収納があったものについて、当該金額により計上しております。 

なお、収納した保険料のうち、期末時点において未経過となっている期間に対応する部分について

は、保険業法第 116 条及び保険業法施行規則第 69 条第１項第２号に基づき、責任準備金に積み

立てております。 

 

14．保険金等支払金（再保険料を除く）は、保険約款に基づく支払事由が発生し、当該約款に基づいて

算定された金額を支払った契約について、当該金額により計上しております。 

なお、保険業法第 117 条及び保険業法施行規則第 72 条に基づき、期末時点において支払義務が

発生したもの、または、まだ支払事由の報告を受けていないものの支払事由が既に発生したと認めら

れるもののうち、それぞれ保険金等の支出として計上していないものについて、支払備金を積み立て

ております。 

既発生未報告支払備金 （まだ支払事由の発生の報告を受けていないが保険契約に規定する支払

事由が既に発生したと認める保険金等をいう。以下同じ。）については、新型コロナウイルス感染症と

診断され、宿泊施設または自宅にて医師等の管理下で療養をされた場合（以下「みなし入院」とい

う。）の入院給付金等の支払対象を当事業年度中に変更したことにより、平成 10 年大蔵省告示第

234 号（以下「IBNR 告示」という。）第 1 条第 1 項本則に基づく計算では適切な水準の額を算出する

ことができないことから、IBNR 告示第 1 条第 1 項ただし書の規定に基づき、以下の方法により算出し

た額を計上しております。 

（計算方法の概要） 

みなし入院に係る既発生未報告支払備金とみなし入院以外に係る既発生未報告支払備金に区分

して計算しております。 

みなし入院以外に係る既発生未報告支払備金については、IBNR 告示第 1 条第 1 項本則に掲げる

全ての事業年度の既発生未報告支払備金積立所要額及び保険金等の支払額から、みなし入院に

係る額を除外した上で、IBNR 告示第 1 条第 1 項本則と同様の方法により算出しております。 

みなし入院に係る既発生未報告支払備金については、支払事由の発生から請求までに要する平均

的な期間を踏まえ、2022 年 9 月 26 日以降の重症化リスクの高い方のみなし入院に係る額及び新規

感染者数、直近 1 か月の新規感染者数に基づき算出しております。 

 

15．期末時点において、保険契約上の責任が開始している契約について、保険契約に基づく将来にお

ける債務の履行に備えるため、保険業法第 116 条第１項に基づき、保険料及び責任準備金の算出

方法書（保険業法第４条第２項第４号）に記載された方法に従って計算し、責任準備金を積み立て

ております。 
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責任準備金のうち保険料積立金については、次の方式により計算しております。 

（１）標準責任準備金の対象契約については、金融庁長官が定める方式（平成８年大蔵省告示第 48 

号） 

（２）標準責任準備金の対象とならない契約については、平準純保険料式 

なお、責任準備金については、保険業法第 121条第１項及び保険業法施行規則第 80条に基づき、

毎決算期において責任準備金が適正に積み立てられているかどうかを、保険計理人が確認しており

ます。 

責任準備金のうち危険準備金については、保険業法第 116 条及び保険業法施行規則第 69 条第１

項第３号に基づき、保険契約に基づく将来の債務を確実に履行するため、将来発生が見込まれる

危険に備えて積み立てております。 

 

16．当社は、ＭＳ＆ＡＤインシュアランスグループホールディングス株式会社を通算親会社とするグルー

プ通算制度を適用しております。 

 

17．金融商品の状況に関する事項、金融商品の時価等に関する事項及び金融商品の時価のレベルご

との内訳等に関する事項 

（１）金融商品の状況に関する事項 

①金融商品に対する取組方針 

当社は、運用する資産が保険契約者等に対する責任を履行するための原資であることに鑑み、

資産の健全性と安定的な収益の確保を目指し、金融商品を活用した資産運用を行っておりま

す。具体的には、収益性及び各種リスク・市場環境を総合的に勘案しつつ、負債特性を考慮し

たＡＬＭ（資産・負債の総合管理）を重視して、新規投資は長期・超長期の国内公社債などに、

一部高格付けの外国公社債等にも投資しております。 

 

②金融商品の内容及びそのリスク 

保有する金融商品は、内外の公社債を中心とした有価証券が主なものであり、その他に保険

約款貸付等を保有しております。有価証券の保有目的区分は、「その他有価証券」、「満期保

有目的の債券」及び「責任準備金対応債券」として保有しております。 

金融商品に係るリスクは、金利、為替等の変動による市場リスク、債券発行体の信用状況の変

動等による信用リスク、市場の混乱等により著しく低い価格での取引を余儀なくされることにより

損失を被る流動性リスクがあります。 

当社は市場リスクをヘッジする目的で、為替予約取引、通貨オプション取引、債券店頭オプショ

ン取引等を利用しております。デリバティブ取引には、取引の対象物の市場価格の変動に係る

リスク（市場リスク）及び取引先の契約不履行に係るリスク（信用リスク）が伴いますが、当社が行

っているデリバティブ取引は市場リスクを減殺するものであり、また、取引先を信用度の高い金

融機関に限定することで信用リスクを回避しております。 

 

③金融商品に係るリスク管理体制 

当社は、リスク管理に関する基本方針及びリスクの定義と管理手法を規定した資産運用リスク

に関する規程等を取締役会等で定め、これらの方針・規程等に基づき、リスク管理を行っており

ます。 

当社では、取引執行部門と後方事務・リスク管理部門を分離し、組織的な牽制が行える体制を

整備しております。 

また、リスク管理部門は、資産・負債のポジションに基づき、市場リスクや信用リスク等のＶａＲ（バ

リュー・アット・リスク）計測、リスクリミット管理等を行うことによりリスクを把握・分析・管理する体制

を整備し、リスク状況を定期的に取締役会等に報告しております。 

a．市場リスクの管理 

当社は、市場リスク管理に係る規程等に従い、運用資産等の特性に応じたリスク管理を行う

体制を整備し運営しております。 

上記ＶａＲ計測によるリスク量のモニタリングのほか、ＶａＲ計測で捕捉出来ない潜在的なリスク
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の把握、金利・為替変動に対する感応度分析、ポートフォリオの偏在・脆弱性の把握等を実

施しております。 

 

b．信用リスクの管理 

当社は、信用リスク管理に係る規程等に従い、与信管理体制を整備して運営しております。 

有価証券の発行体の信用リスク及びデリバティブ取引のカウンターパーティ・リスクに関しては、

取引執行部門及びリスク管理部門において、信用情報やマーケットデータの把握を定期的

に行うとともに、格付別与信残高の限度レベルを設定する等により管理しております。 

なお、個別融資は行っておりません。 

 

c．流動性リスクの管理 

当社は、流動性リスク管理に係る規程等に従い、資金繰りリスク、市場流動性リスクの管理体

制を整備し運営しております。 

資金繰りの状況をその資金逼迫度に応じて平常時、危機時等に区分し、それぞれの区分に

応じて流動性に最大限配慮した資金管理・運営を行っており、様々な環境下においても十

分な流動性を確保・維持するため、現預金及び国債を始めとする流動性の高い債券を十分

に保有すると共に、当座借越等の資金調達手段を確保しています。 

また、巨大災害や金融市場の混乱による市場流動性の低下等の不測の事態発生に備えて、

現預金及び国債を始めとする流動性の高い有価証券を十分に保有しており、その総額を定

期的にモニタリングすることにより流動性リスク管理を行っております。 

 

④金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算

定された価額が含まれております。 

 

（２）金融商品の時価等に関する事項 

主な金融商品に係る貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。 

（単位：百万円） 

 
貸借対照表 

計上額 
時価 差額 

現金及び預貯金 416,761 416,761 - 

有価証券 （*1）（*2） 4,418,229 4,181,836 △ 236,392 

満期保有目的の債券 1,336,708 1,391,771 55,062 

責任準備金対応債券 1,934,613 1,643,157 △ 291,455 

その他有価証券 1,146,907 1,146,907 - 

貸付金 60,780 60,780 - 

保険約款貸付 60,780 60,780 - 

金融派生商品 （*3） (252) (252) - 

ヘッジ会計が適用されていないもの (0) (0) - 

ヘッジ会計が適用されているもの (251) (251) - 

売現先勘定 （*4） 

債券貸借取引受入担保金 （*4） 

(204,822) 

(269,048) 

(204,822) 

(269,048) 

- 

- 

（*1）市場価格のない株式等については、企業会計基準適用指針第19号「金融 

商品の時価等の開示に関する適用指針」第５項に基づき、時価開示の対象 

としておらず、有価証券に含めておりません。 

当該市場価格のない株式等は非上場株式であり、当期末における貸借対 

照表価額は443百万円であります。 

（*2）組合出資金等については、企業会計基準適用指針第31号「時価の算定に 

関する会計基準の適用指針」第24-16項を適用し、時価開示の対象として 

おらず、有価証券に含めておりません。 
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当該組合出資金等の当期末における貸借対照表価額は4,199百万円で 

あります。 

（*3）金融派生商品によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、 

合計で正味の債務となる項目については、( )で示しております。 

（*4）売現先勘定及び債券貸借取引受入担保金は負債に計上しており、( )で 

示しております。 

 

（３）金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の

３つのレベルに分類しております。 

レベル１の時価 : 同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算

定した時価 

レベル２の時価 : レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて

算定した時価 

レベル３の時価 : 重要な観察できないインプットを使用して算定した時価 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットが

それぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類し

ております。 

 

①時価をもって貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債 

（単位：百万円） 

区分 
時価 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

有価証券 580,259 556,043 10,604 1,146,907 

その他有価証券 580,259 556,043 10,604 1,146,907 

国債・地方債等 358,975 93,450 - 452,426 

社債 - 295,795 - 295,795 

株式 379 - - 379 

その他 220,903 166,797 10,604 398,306 

金融派生商品 - 1,079 - 1,079 

通貨関連 - 1,079 - 1,079 

資産計 580,259 557,123 10,604 1,147,987 

金融派生商品 - 1,331 - 1,331 

通貨関連 - 1,331 - 1,331 

負債計 - 1,331 - 1,331 

 

②時価をもって貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債 

（単位：百万円） 

区分 
時価 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

現金及び預貯金 0 416,761 - 416,761 

有価証券 2,702,842 332,086 - 3,034,929 

満期保有目的の債券 1,170,767 221,004 - 1,391,771 

国債・地方債等 1,170,767 - - 1,170,767 

社債 - 221,004 - 221,004 

責任準備金対応債券 1,532,075 111,082 - 1,643,157 

国債・地方債等 1,532,075 7,958 - 1,540,033 

社債 - 103,123 - 103,123 

貸付金 - - 60,780 60,780 

保険約款貸付 - - 60,780 60,780 

資産計 2,702,843 748,847 60,780 3,512,470 
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売現先勘定 - 204,822 - 204,822 

債券貸借取引受入担保金 - 269,048 - 269,048 

負債計 - 473,871 - 473,871 

 

③時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 
a．現金及び預貯金、売現先勘定及び債券貸借取引受入担保金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、帳簿価額を時価としてお
り、現金はレベル１の時価、預貯金、売現先勘定及び債券貸借取引受入担保金はレベル２の時価に
分類しております。 

b．有価証券 
有価証券については、活発な市場における無調整の相場価格を利用できるものはレベル１の時価に
分類しております。主に上場株式や国債がこれに含まれます。公表された相場価格を用いていたとし
ても市場が活発でない場合にはレベル２の時価に分類しております。主に地方債、社債がこれに含ま
れます。相場価格が入手できない場合には、外部情報ベンダーより入手した相場価格によっておりま
す。当該価格は、将来キャッシュ・フローの割引現在価値法などの評価技法を用いて算定され、評価
にあたっては観察可能なインプット（国債利回り、信用スプレッド等）を最大限利用しており、レベル２
の時価に分類しております。投資信託は、公表されている基準価額又は取引金融機関等から提示さ
れた基準価額によっており、レベル２の時価に分類しておりますが、基準価額の算定にあたり重要な
観察できないインプットを用いている場合には、レベル３の時価に分類しております。 

c．貸付金 
当社が保有している貸付金は全て保険約款貸付金であります。保険約款貸付は、当該貸付を解約返
戻金の範囲内に限るなどの特性により返済期限を設けておらず、金利条件等から時価は帳簿価額と
近似しているものと想定されるため、帳簿価額を時価としており、レベル３の時価に分類しております。 

d．金融派生商品 
金融派生商品は為替予約取引及び通貨オプション取引であります。これらは店頭取引であり、公表さ
れた相場価格が存在しないため、直物相場をベースに直先スプレッドを調整して算出した先物為替相
場又はオプション価格計算モデルにより算定した情報ベンダーから入手した価格によっております。
金融派生商品は、観察できないインプットを用いていない又はその影響が重要でない場合に該当し、
レベル２の時価に分類しております。 

 

④時価をもって貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債のうちレベル３の時価に関する情報 
a．重要な観察できないインプットに関する定量的情報 

記載すべき事項はありません。 
b．期首残高から期末残高への調整表、当期の損益に認識した評価損益 

（単位：百万円） 
 有価証券 

合計 
その他有価証券 

期首残高 6,311 6,311 

当期の損益又は評価・換算差額等   

損益に計上 (*) 113 113 

その他有価証券評価差額金 974 974 

購入、売却、発行及び決済   

購入 3,573 3,573 

売却 - - 

発行 - - 

決済 △ 367 △ 367 

レベル３の時価への振替 - - 

レベル３の時価からの振替 - - 

期末残高 10,604 10,604 
当期損益に計上した額のうち貸借対照表において保有す
る金融資産及び金融負債の評価損益 

- - 

（*）損益計算書の「資産運用収益」に含まれております。 
c．時価の評価プロセスの説明 

当社はリスク管理部門にて時価の算定に関する方針及び手続を定め、これに沿って時価評価モデル
を策定しております。リスク管理部門は当該モデル、使用するインプット及び算定結果としての時価が
方針及び手続に準拠しているか妥当性を確認しております。またリスク管理部門は当該確認結果に基
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づき時価のレベルの分類について判断しております。第三者から入手した相場価格を時価として利用
する場合においては、使用されている評価技法及びインプットの確認や類似の金融商品の時価との
比較等の適切な方法により、妥当性を検証しております。 

d．重要な観察できないインプットを変化させた場合の時価に対する影響に関する説明 
記載すべき事項はありません。 

 

18．消費貸借契約により貸し付けている有価証券の貸借対照表価額は、298,161 百万円であります。 

 

19．有形固定資産の減価償却累計額は、8,325 百万円であります。 

 

20．関係会社に対する金銭債権の総額は、762 百万円であります。 

 

21．繰延税金資産の総額は 31,517 百万円であります。繰延税金資産の総額から評価性引当額として控

除した額は 201 百万円であります。 

繰延税金資産の発生の主な原因別内訳は、保険契約準備金損金算入限度超過額 15,008 百万円、

その他有価証券の評価差額 8,281 百万円及び価格変動準備金 3,475 百万円であります。 

 

22．当期における法定実効税率は 28.00％であり、税効果会計適用後の法人税等の負担率は 29.30％

であります。 

その差異の主な内訳は、永久に損金又は益金に算入されないものに係る差異 0.25％、住民税均等

割額に係る差異 0.52％及び評価性引当額の増加に係る差異 0.61％であります。 

 

23．当社は、当事業年度より、連結納税制度からグループ通算制度へ移行しております。これに伴い、

法人税及び地方法人税並びに税効果会計の会計処理及び開示については、「グループ通算制度

を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（企業会計基準委員会  実務対応報告第 42

号 2021 年８月 12 日。以下「実務対応報告第 42 号」という。）に従っております。また、実務対応報

告第 42 号第 32 項(1)に基づき、実務対応報告第 42 号の適用に伴う会計方針の変更による影響は

ないものとみなしております。 

 

24．契約者配当準備金の異動状況は、次のとおりであります。 

 

 

 

 

 

 

25．担保に供されている資産の額は、有価証券 257,954 百万円であります。また、担保付き債務の額は

204,822 百万円であります。 

 

26．保険業法施行規則第 71 条第１項に規定する再保険を付した部分に相当する責任準備金（以下「出

再責任準備金」という。）の金額は 701 百万円であります。 

 

27．１株当たり純資産額は 42,592 円 37 銭であります。 

 

28．退職給付に関する事項は次のとおりであります。 

（１）採用している退職給付制度の概要 

当社は、確定給付型の制度として退職一時金制度を設けているほか、確定拠出型の制度として

確定拠出年金制度を設けております。 

 

（２）確定給付制度 

①退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表 

当期首現在高 10,854百万円 

当期契約者配当金支払額 8,854百万円 

利息による増加等 0百万円 

契約者配当準備金繰入額 8,533百万円 

当期末現在高 10,532百万円 
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期首における退職給付債務 4,879 百万円 

勤務費用 494 百万円  

利息費用 41 百万円 

数理計算上の差異の当期発生額 △73 百万円 

  退職給付の支払額 △239 百万円 

期末における退職給付債務 5,102 百万円 

 

②退職給付債務と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表 

退職給付債務 5,102 百万円 

  未認識数理計算上の差異 △112 百万円 

退職給付引当金 4,990 百万円 

 

③退職給付に関する損益 

勤務費用 494 百万円 

利息費用 41 百万円 

数理計算上の差異の当期の費用処理額 45 百万円 

確定給付制度に係る退職給付費用 582 百万円 

 

④数理計算上の計算基礎に関する事項 

期末における主要な数理計算上の計算基礎は以下のとおりであります。 

割引率   0.86％ 

 

（３）確定拠出制度 

当社の確定拠出制度への要拠出額は、189 百万円であります。 

 

29．金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。 
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(単位：百万円)

 　　 金 　 額

経 　常　 収 　益 565,339

489,081

487,124

1,957

72,266

54,347

預 貯 金 利 息 0

有 価 証 券 利 息 ･ 配 当 金 52,246

貸 付 金 利 息 1,664

そ の 他 利 息 配 当 金 436

17,899

16

2

3,991

777

1,193

2,021

経　 常 　費 　用 537,477

270,101

50,975

21,126

51,584

141,190

3,442

1,782

154,603

1,416

153,186

0

17,483

12,461

205

2,718

2,098

74,576

20,712

1,389

7,630

10,166

342

1,182

経 　常 　利　 益 27,861

特 　別 　利 　益 1

1

特 　別 　損 　失 1,330

43

1,286

8,533

17,999

5,848

△ 574

5,273

12,725

再 保 険 収 入

科　　　　目

保 険 料 等 収 入

保 険 料

そ の 他 の 経 常 収 益

資 産 運 用 収 益

利 息 及 び 配 当 金 等 収 入

有 価 証 券 売 却 益

為 替 差 益

貸 倒 引 当 金 戻 入 額

そ の 他 経 常 収 益

年 金 特 約 取 扱 受 入 金

保 険 金 据 置 受 入 金

契 約 者 配 当 金 積 立 利 息 繰 入 額

保 険 金 等 支 払 金

保 険 金

年 金

給 付 金

解 約 返 戻 金

そ の 他 返 戻 金

再 保 険 料

責 任 準 備 金 等 繰 入 額

支 払 備 金 繰 入 額

責 任 準 備 金 繰 入 額

資 産 運 用 費 用

有 価 証 券 売 却 損

そ の 他 の 経 常 費 用

金 融 派 生 商 品 費 用

そ の 他 運 用 費 用

事 業 費

そ の 他 経 常 費 用

保 険 金 据 置 支 払 金

税 金

減 価 償 却 費

退 職 給 付 引 当 金 繰 入 額

有 価 証 券 評 価 損

固 定 資 産 等 処 分 益

固 定 資 産 等 処 分 損

価 格 変 動 準 備 金 繰 入 額

法 人 税 等 合 計

当 期 純 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 及 び 住 民 税

法 人 税 等 調 整 額

契 約 者 配 当 準 備 金 繰 入 額

2022年４月 １日から

2023年３月31日まで
2022年度 損益計算書
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（2022 年度 損益計算書の注記） 

 

１．関係会社との取引による収益の総額は 2,769 百万円、費用の総額は 58 百万円であります。 

 

２．有価証券売却益の主な内訳は、国債等債券 13,022 百万円、株式等 848 百万円、外国証券 4,027

百万円であります。 

有価証券売却損の主な内訳は、国債等債券 12,461 百万円であります。 

有価証券評価損の主な内訳は、株式等 205 百万円であります。 

 

３．責任準備金繰入額の計算上、差し引かれた出再責任準備金繰入額の金額は 7 百万円であります。 

 

４．金融派生商品費用には、評価益 8,512 百万円が含まれております。 

 

５．１株当たり当期純利益は、4,299 円 16 銭であります。 

算定上の基礎である当期純利益及び普通株式に係る当期純利益はともに 12,725 百万円、普通株式の

期中平均株式数は 2,960 千株であります。 

 

６．金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。 


